
行政経営改革プラン行動計画の見直しについて〔詳細〕

【変更理由】

［変更前］

年度 担当課

［変更後］

年度 担当課

都市計画課

実 施 事 項

組織横断的プロジェク
トチーム（PT)の活用

複数の部課に関係する重要施策や特命
課題について、調査研究、計画の策定
などを行うため、必要に応じプロジェ
クトチームを設置し活用を図る。プロジェクトチームの活用

変更②
(H25)

1-1-5 計画 取 組 内 容

26年度

都市計画道路
の整備方針や
整備ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
策定

番 号 実 施 計 画 22年度 24年度23年度

都市計画課

実 施 事 項

組織横断的プロジェク
トチーム（PT)の活用

複数の部課に関係する重要施策や特命
課題について、調査研究、計画の策定
などを行うため、必要に応じプロジェ
クトチームを設置し活用を図る。

1-1-5 計画

25年度

26年度

取 組 内 容

プロジェクトチームの活用
変更①
(H24)

変　更　①

　県及び市が計画している都市計画道路の整備方針について、平成２５年度中に都市計画道路を再編する計画がなかったため、整備方針及びプログラムの策定年度を下記のとおり延伸する。

番 号 実 施 計 画 22年度 23年度 24年度 25年度

当初

都市計画道路
の整備方針や
整備ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
策定

都市計画道路
の整備方針や
整備ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
策定

資料２
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【変更理由】

［変更前］

年度 担当課

［変更後］

年度 担当課

教育委員会
庶務課

こども課

計画の策定 実施

計画の検討・
協議

25年度 26年度

計画の検討・
協議

計画の検討・
協議

今後の給食施設のあり方を協議し、衛
生管理基準に合わせた給食施設建設計
画を立案する。また、園児・児童生徒
に安心安全な給食の提供と生きた教材
として食育推進のために活用してい
く。

23年度 24年度

市内給食施設
の方向性を委
員会で協議

変更①
(H23)

市内給食施設
の方向性の協
議

市内給食施設の
方向性を協議

市内給食施設の
方向性を委員会
で協議

市内給食施設の
方向性を委員会
で協議

市内給食施設の
方向性を協議

1-3-9 計画 取 組 内 容

変更③
(H25)

実 施 事 項

給食調理場の形態決定
と施設の建設計画の策
定給食基本計画の策定

26年度

教育委員会
庶務課

こども課

実 施 事 項

給食調理場の形態決定
と施設の建設計画の策
定

今後の給食施設のあり方を協議し、衛
生管理基準に合わせた給食施設建設計
画を立案する。また、園児・児童生徒
に安心安全な給食の提供と生きた教材
として食育推進のために活用してい
く。

市内給食施設の
方向性を協議

計画策定の検討

計画

給食基本計画の策定

番 号 実 施 計 画 22年度

変　更　②

　市内給食施設の方向性について、学校再編計画（案）、保育園再編計画（案）及び調理業務等一部民間委託化計画（案）との連動を図るため、給食施設建設計画の策定年度を下記のとおり延伸す
る（策定年度未定）。

番 号 実 施 計 画 22年度

取 組 内 容

当初

計画の検討・
協議

計画の検討・
協議

計画の策定

24年度 25年度

1-3-9

23年度

変更②
(H24)
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【変更理由】

［変更前］

年度 担当課

［変更後］

年度 担当課

変　更　③

　平成２５年６月に策定された「公共施設再編に関する考え方」の内容を踏まえて、主に施設の耐震化の観点から計画内容を検討するため、計画策定年度を下記のとおり変更する。

番 号 実 施 計 画 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

2-5-23 計画 取 組 内 容

当初 建築課

実 施 事 項

公共施設維持管理計画
の策定

公共施設の維持管理について、将来的
に必要となる改修費等の試算や今後の
課題等を整理した「公共施設維持管理
計画」を策定し、効果的な修繕を行い
公共施設の維持管理コストの抑制を図
る。

25年度

公共施設マネジメントの構築
調査収集内容

の検討
資料収集、
調査・検討

調査・検討 計画策定 実施

番 号 実 施 計 画 22年度 23年度 24年度

公共施設マネジメントの構築
調査収集内容

の検討
資料収集、
調査・検討

調査・検討

26年度

2-5-23 計画 取 組 内 容

変更
(H25)

調査・検討 計画策定

建築課

実 施 事 項

公共施設維持管理計画
の策定

公共施設の維持管理について、将来的
に必要となる改修費等の試算や今後の
課題等を整理した「公共施設維持管理
計画」を策定し、効果的な修繕を行い
公共施設の維持管理コストの抑制を図
る。
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【変更理由】

［変更前］

年度 担当課

［変更後］

年度 担当課

雇用創出策、企業誘致・誘導
策の検討

変　更　④

26年度24年度22年度

造成工事着手

23年度

変更②
(H25)

変更①
(H24)

25年度

工場建設
固定資産税収入

（土地）
36,934千円

造成工事完了

企業立地
推進課

企業立地
推進課

工場建設
固定資産税収入

（土地）
35,000千円

造成工事完了

番 号

2-1-15 計画 取 組 内 容

取 組 内 容

造成工事着手平和町嫁振、東城、横池、下三宅地区
に跨る農振農用地地区における工場用
地開発。開発は１期２期に分け、１期
開発面積は約２３ｈａで市街化調整区
域内地区計画により開発する。２期開
発の時期等は、地域の皆様の理解と企
業ニーズを踏まえ検討する。

2-1-15

　平成２６年度の土地・家屋課税台帳から平和工業団地に係る土地の評価を反映したため、固定資産税収入（土地）見込みを下記のとおり変更する。

実 施 計 画

番 号

26年度22年度 23年度 24年度 25年度

雇用創出策、企業誘
致・誘導策の検討

平和町嫁振、東城、横池、下三宅地区
に跨る農振農用地地区における工場用
地開発。開発は１期２期に分け、１期
開発面積は約２３ｈａで市街化調整区
域内地区計画により開発する。２期開
発の時期等は、地域の皆様の理解と企
業ニーズを踏まえ検討する。

雇用創出策、企業誘致・誘導
策の検討

実 施 計 画

当初

雇用創出策、企業誘
致・誘導策の検討

実 施 事 項

計画

実 施 事 項

造成工事着手 造成工事完了 工場建設
固定資産税収入

（土地）
28,816千円
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